
Ｎｏ 区分 事業名・歳出予算 概要

1 新規
児童館施設等機能整備事業

歳出予算：1,296千円

◆事業の概要
　児童に健全な遊びを与え、その健康を増進し、情操を豊かにするため設置している児童館の遊具等の改修を
行い、児童が安心して遊べる環境を整備します。

2 新規

子どもの居場所づくり・学習
応援事業

歳出予算：7,501千円

◆事業の概要
　家庭の経済状況に関わらず、学ぶ意欲と能力のある全ての子どもが、能力・可能性を最大限伸ばして、それ
ぞれの夢に挑戦できるよう、単に学習の支援のみならず、日常的な生活支援、仲間との出会いや活動ができる
居場所づくりにつながるような支援を行います。

3 新規

特定教育・保育施設等指導監
査事業

歳出予算：66千円

◆事業の概要
　特定教育・保育施設等に対し、法令、確認基準及び各種通知等の遵守並びに給付費の請求に関する事項につ
いて周知徹底するとともに、給付費の過誤・不正の防止を図るため、指導監査を実施します。

4 新規
実費徴収額補足給付事業

歳出予算：687千円

◆事業の概要
　低所得で生計が困難である保護者の子どもが、特定教育・保育施設等を利用した場合において、保護者負担
の軽減を図るため、保護者が支払うべき日用品、文房具等の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用
等の一部を補助します。

5 新規
保育士資格取得支援事業

歳出予算：352千円

◆事業の概要
　幼保連携型認定こども園における保育教諭の確保及び教育・保育の質の向上のため、幼保連携型認定こども
園に勤務する幼稚園教諭免許状を有する者が保育士資格を取得する場合に、幼保連携型認定こども園が負担し
た受講料、代替職員の雇上費の一部を補助します。

6 新規

幼稚園教諭免許状取得支援事
業

歳出予算：1,582千円

◆事業の概要
　幼保連携型認定こども園における保育教諭の確保及び教育・保育の質の向上のため、幼保連携型認定こども
園に勤務する保育士資格を有する者が幼稚園教諭免許状を取得する場合に、幼保連携型認定こども園が負担し
た受講料、代替職員の雇上費の一部を補助します。
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Ｎｏ 区分 事業名・歳出予算 概要

7 拡充
放課後児童対策事業

歳出予算：42,320千円

◆事業の概要
　就労等により保護者が日中家庭にいない小学生を対象に、家庭の代わりとなる放課後の居場所を小学校内等
に確保し、児童の健全育成を図ります。

◆拡充の内容
　 浪岡地区小学校区へ放課後児童会を開設します。

8 拡充
青森市子どもの権利普及啓発
事業
歳出予算：518千円

◆事業の概要
　子どもの権利の普及啓発を図るために、子どもと大人が「青森市子どもの権利条例」と子どもの権利につい
て適切に学び、理解するための機会を提供します。

◆拡充の内容
　PTA等と連携し、出前講座や研修会等を通じて、子どもの権利に関する理解が最も必要な保護者等に対し
て、重点的に「子どもの権利」に関する理解の促進を図ります。

9 拡充

ひとり親家庭等自立支援対策
事業

歳出予算：32千円

◆事業の概要
　ひとり親家庭等の方が抱えている様々な悩みなどに対応するため、ひとり親家庭等就業・自立支援センター
に母子・父子自立支援員を配置し、自立に向けた生活全般や就職等に関する相談や情報提供を行います。

◆拡充の内容
　ひとり親家庭等就業・自立支援センターの相談体制を充実するとともに、新たにハローワークと連携した就
労相談を実施します。

10 拡充

ひとり親家庭等日常生活支援
事業

歳出予算：554千円

◆事業の概要
　ひとり親家庭等の方が、修学や疾病などにより、一時的に家事援助や保育等のサービスが必要となった際
に、家庭生活支援員を派遣します。

◆拡充の内容
　未就学児のいるひとり親家庭について、就業上の理由により、帰宅時間が遅くなる場合に定期的な利用を可
能とします。
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Ｎｏ 区分 事業名・歳出予算 概要

11 拡充

ひとり親家庭等就業自立支援
事業

歳出予算：11,597千円

◆事業の概要
　ひとり親家庭等の自立、生活の安定と向上を図るため、就業相談から技能講習、就業情報の提供までの就業
支援を行うとともに、養育費の取り決めなどの専門的な相談を行います。

◆拡充の内容
　ひとり親家庭等の親と子どもの学び直しを支援し、より良い条件での就職や転職に結びつけるため、新たに
高等学校卒業程度認定試験講座の受講費用の一部を助成します。また、就業支援講習会の習得できる資格メ
ニューを増やします。

12 拡充
病児一時保育事業

歳出予算：38,415千円

◆事業の概要
　保護者が就労している等の理由により、児童が病気の際に自宅での保育が困難な場合において、病気の児童
を一時的に保育することで、児童の福祉向上と保護者の子育てと就労の両立を支援します。

◆拡充の内容
　病児一時保育所を3ヶ所から4ヶ所に増設します。

13 拡充
保育所等地域活動事業

歳出予算：9,188千円

◆事業の概要
　保育所等が地域に開かれた社会資源として保育所等の有する専門的機能を地域住民のために活用するため、
世代間交流等事業、異年齢児童交流事業、小学校低学年児童の受入れを行う場合に、その施設に対し補助を行
います。

◆拡充の内容（案）
　保育所等で行っている各事業（世代間交流事業、異年齢児童交流事業、小学校低学年児童の受入れ）に対す
る助成内容を見直し、今後も継続して助成を行うことに加え、保育所等が連携して開催する「青森市子育てひ
ろば」の経費の一部について、新たに助成を行います。

【見直し前（Ｈ27年度）】

①世代間交流事業 助成額 55,800円
②異年齢児童交流事業 助成額 55,800円
③小学校低学年児童の受入れ 助成額 111,600円

【見直し後（Ｈ28年度】

①世代間交流事業 助成額 50,000円
②異年齢児童交流事業 助成額 50,000円
③小学校低学年児童の受入れ 助成額 94,500円
④子育てひろば開催助成事業 助成額 20,000円
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Ｎｏ 区分 事業名・歳出予算 概要

14 拡充
地域子育て支援センター事業

歳出予算：47,999千円

◆事業の概要
　家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の親の孤独感や不安感の増大に対応するため、子育てに関
する相談や情報提供などの子育て家庭に対する育児支援を行い、更なる子育て支援の充実を図ります。

◆拡充内容
　保育所等が連携して開催する「青森市子育てひろば」について、より身近な地域での開催の促進を図りま
す。

15 拡充
利用者支援事業

歳出予算：2,970千円

◆事業の概要
　子育て家庭が、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の中から適切なものを選択し円滑に利用できるよ
う、子育て等に関する相談、情報収集・提供、訪問による支援を行い、継続的に支援する「利用者支援」と、
関係機関との連絡・調整、連携、協働の体制づくりを行う「地域連携」を一体的に実施します。

◆拡充内容
　4か月児健康診査を受診し、経過観察が必要とされた乳児のいる家庭について、保健師や保育士等の多職種
が連携して訪問し、子育て家庭のニーズに応じた支援を実施します。

16 拡充

児童福祉施設整備費補助金交
付事務（補助金）

歳出予算：711,934千円

◆事業の概要
　市が必要と認める児童福祉施設（保育所等）の整備に係る経費の一部について補助金を交付することによ
り、児童福祉施設の整備の促進を図ります。

◆拡充内容
　「青森市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、児童福祉施設（保育所等）についての整備を進めるた
め、補助件数を拡充します。

17 拡充
すみれ寮管理運営事業

歳出予算：36,250千円

◆事業の概要
　児童福祉法第38条に基づき母子の自立を支援するために設置している、母子生活支援施設「青森市立すみれ
寮」を適切に管理し、運営します。

◆拡充内容
　指定管理者による施設管理運営を行い、民間が持つノウハウ等を活用したサービスの向上及び効率的な運営
を図ります。
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Ｎｏ 区分 事業名・歳出予算 概要

18 終了 遺児育成奨励事業

◆事業の概要
　遺児の健全な育成と福祉の増進を図るため、入学祝金等を支給しました。

◆終了理由
　ひとり親家庭等の支援策の見直し（拡充）や子どもの貧困対策の新たな取組により、子育て支援の充実を図
るため、本事業は終了します。

19 終了 後潟児童館整備事業

◆事業の概要
　老朽化した後潟児童館を後潟支所の改築と合わせ、合築により整備しました。

◆終了理由
　計画どおり完成したため、本事業は終了します。

20 終了 平新田児童館整備事業

◆事業の概要
　老朽化した平新田児童館を原別支所の改築と合わせ、合築により整備しました。

◆終了理由
　計画どおり完成したため、本事業は終了します。

21 終了
青森市子ども総合計画策定事
務

◆事業の概要
　急速に進行する少子化をはじめ、家庭及び地域を取り巻く環境の変化に対応した次世代育成支援対策を総合
的かつ継続的に推進するため、新たな「（仮称）青森市子ども総合計画」を策定しました。

◆終了理由
　平成27年度において計画を策定したことから、本事業を終了します。

22 終了
子育て世帯臨時特例給付金支
給事業

◆事業の概要
　消費税率8％への引上げに際し、子育て世帯への影響を緩和するとともに子育て世帯の消費の下支えを図る
ため、臨時的な給付措置として、子育て世帯臨時特例給付金を支給しました。

◆終了理由
　 国の事業が終了のため、本事業は終了します。

5


